
Ｈ２８年度ガイドラインの主な改定内容

１．一般事項

平成２８年度及び平成２９年度の工事等に対する政府調達適用金額の改定（H28.1.25財務省告示）
基準金額 ６．０億 → ７．４億

２．入札説明書の冒頭に試行名を記載

説 書 試 名を 載す 試 象が分 う入札説明書の冒頭に試行名を記載することで、一目で試行の対象が分かるようにした。
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Ｈ２８年度ガイドラインの主な改定内容

３．技術資料の簡素化

１）優良業者表彰及び優秀技術者表彰について、表彰状の写しは求めないこととした。
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Ｈ２８年度ガイドラインの主な改定内容

２） 「企業・技術者の赤土等流出防止対策の施工実績」及び「企業・技術者の工事成績」について、
年度内最初の技術資料の内容とその後提出する技術資料の内容が同じ場合は、「実績申請書」
を提出することにより実績を証明する書類の添付を求めないこととした。を提出する より実績を証明する書類 添付を求 な 。
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（様式２－１）

（用紙 Ａ４）

「企業の赤土等流出防止対策の施工実績」実績申請書

工事名： ○○○○工事

会社名： ○○○○

沖縄総合事務局○○○○事務所が発注する総合評価落札方式の適用工事における、

競争参加確認申請項目のうち「企業の赤土等流出防止対策の施工実績」について、下

記の通り実績を申請します。

記

申請内容 過去１５年度間（平成○年度～○年度）に完成した工事におけ

る赤土等流出防止対策の施工実績

申請対象工事名

平成２８年度○○○○○○○○工事 【○○○○事務所】

※平成２８年度において既に提出した工事名・事務所名を記載すること。

施工実績工事名称

（完成年度） 平成○年度○○○○○○○○工事 （平成○年度 完成）

注 1)「実績申請書」は競争参加資格確認申請を行う際、「（申請様式２）同種工事の施工実績 施工実

績(ｲ)」に添付すること。

2)「実績申請書」により申請する場合は、赤土等流出防止対策の実績が確認できる資料（確認済通

知書又は事業行為通知書の写し、通知書等が無い場合は発注者へ提出したことを示す施工計画書

等）、工事成績評定通知書の写し、コリンズ竣工時登録の写し、工事内容（実績）を証明する資

料を添付する必要はない。

ただし、「（申請様式２）同種工事の施工実績 施工実績(ｲ)」の提出は必須。

3)「（申請様式２）同種工事の施工実績 施工実績(ｲ)」が添付されていない場合は、実績なしとし

て不合格とする。

4)本実績申請書は、当該年度間における開発建設部及び開発建設部の事務所（港湾空港事業を除く。）

の案件に限り有効とする。

参考４．参加資格確認申請様式集
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（様式３－１）

（用紙 Ａ４）

「配置予定技術者（専任補助者）の赤土等流出防止対策の工事経験」実績申請書

工事名： ○○○○工事

会社名： ○○○○

配置予定技術者名(専任補助者名)：○○ ○○

沖縄総合事務局○○○○事務所が発注する総合評価落札方式の適用工事における、

競争参加確認申請項目のうち「配置予定技術者（専任補助者）の赤土等流出防止対策

の工事経験」について、下記の通り実績を申請します。

記

申請内容 過去１５年度間（平成○年度～○年度）に完成した工事における

赤土等流出防止対策の工事経験

申請対象工事名

平成２８年度 ○○○○○○○○工事 【○○○○事務所】

※平成２８年度において既に提出した工事名・事務所名を記載すること。

施工実績工事名称

（完成年度） 平成○年度○○○○○○○○工事 （平成○年度 完成）

注 1)「実績申請書」は競争参加資格確認申請を行う際、「（申請様式３）配置予定技術者の資格・工事

経験 施工実績(ｲ)」及び「専任補助者の資格・工事経験 施工実績(ｲ)」に添付すること。

2)「実績申請書」により申請する場合は、赤土等流出防止対策の実績が確認できる資料（確認済通

知書又は事業行為通知書の写し、通知書等が無い場合は発注者へ提出したことを示す施工計画書

等）、工事成績評定通知書の写し、コリンズ竣工時登録の写し、工事内容（実績）を証明する資

料を添付する必要はない。

ただし、「（申請様式３）配置予定技術者の資格・工事経験 施工実績(ｲ)」及び「専任補助者の資

格・工事経験 施工実績(ｲ)」の提出は必須。

3)「（申請様式３）配置予定技術者の資格・工事経験 施工実績(ｲ)」または「専任補助者の資格・

工事経験 施工実績(ｲ)」が添付されていない場合は、実績なしとして不合格とする。

4)本実績申請書は、当該年度間における開発建設部及び開発建設部の事務所（港湾空港事業を除く。）

の案件に限り有効とする。

（参考４．参加資格確認申請様式集）
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（様式７－１－１）

（用紙 Ａ４）

「企業の工事成績」実績申請書

工事名： ○○○○工事

会社名： ○○○○

沖縄総合事務局○○○○事務所が発注する総合評価落札方式の適用工事における、

競争参加確認申請項目のうち「企業の工事成績」について、下記の通り実績を申請し

ます。

記

申請内容 過去４年度間（平成○年度～○年度）に完成した沖縄総合事務局開発建設

部（港湾・空港事業を除く。）における同一工種全ての工事成績の平均点

申請対象工事名

平成２８年度 ○○○○○○○○工事 【○○○○事務所】

※平成２８年度において既に提出した工事名・事務所名を記載すること。

同一工種 過去４年度間の

（競争参加資格区分） ○○○○工事 申請工事の件数

○○件

工事成績の合計点 過去４年度間の

工事成績の平均点

○○○点 ○○点

注 1)「実績申請書」は５月１日以降に公告する案件の競争参加資格確認申請を行う際、「（申請様式７

－１）企業の工事成績」に添付すること。

2)「実績申請書」により申請する場合は、工事成績評定通知書の写し、コリンズ竣工時登録の写し、

工事内容（実績）を証明する資料を添付する必要はない。

ただし、「（申請様式７－１）企業の工事成績」の提出は必須。

3)「（申請様式７－１）企業の工事成績」が添付されていない場合は、実績なしとして評価する。

4)申請内容（申請件数、合計点数、平均点数）の変更を行う場合は、次回の競争参加資格確認申請

工事の入札説明書に基づき新たに「（申請様式７－１）企業の工事成績」により申請を行うこと。

5)本実績申請書は、当該年度間における開発建設部及び開発建設部の事務所（港湾空港事業を除く。）

の案件に限り有効とする。

（参考４．参加資格確認申請様式集）
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（様式７－２－１）

（用紙 Ａ４）

「配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」実績申請書

工事名： ○○○○工事

会社名： ○○○○

配置予定技術者名(専任補助者名)：○○ ○○

沖縄総合事務局○○○○事務所が発注する総合評価落札方式の適用工事における、競争参

加確認申請項目のうち「配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」について、下記の通り

実績を申請します。

記

申請内容 過去８年度間（平成○年度～○年度）に完成した沖縄総合事務局開発建設部（港湾

・空港事業を除く。）における同一工種全ての工事成績の平均点

申請対象工事名 平成２８年度 ○○○○○○○○工事 【○○○○事務所】

※平成２８年度において既に提出した工事名・事務所名を記載すること。

同一工種 過去８年度間の

（競争参加資格区分） ○○○○工事 申請工事の件数

○○件

工事成績の合計点 過去８年度間の

工事成績の平均点

○○○点 ○○点

注 1)「実績申請書」は５月１日以降に公告する案件の競争参加資格確認申請を行う際、「（申請様式７－２）

配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」に添付すること。

2)「実績申請書」により申請する場合は、工事成績評定通知書の写し、コリンズ竣工時登録の写し、工事

内容（実績）を証明する資料を添付する必要はない。

ただし、「（申請様式７－２）配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」の提出は必須。

3)「（申請様式７－２）配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」が添付されていない場合は、実績なし

として評価する。

4)複数名申請する場合は、配置予定技術者（専任補助者）ごとに作成すること。

5)申請内容（申請件数、合計点数、平均点数）の変更を行う場合は、次回の競争参加資格確認申請工事の

入札説明書に基づき新たに「（申請様式７－２）配置予定技術者（専任補助者）の工事成績」により申請

を行うこと。

6)本実績申請書は、当該年度間における開発建設部及び開発建設部の事務所（港湾空港事業を除く。）の案

件に限り有効とする。

（参考４．参加資格確認申請様式集）
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